
Ⅰ　海面漁業基本調査（漁業経営体調査及び漁業従事者世帯調査）

１　漁業生産の基本構成

　　　本県の海面漁業基本調査の対象となったのは、太平洋沿岸の１２市町、２２の漁業地区

　　である。

　　　経営体の総数は９０９経営体で、前回調査を行った１９９８年(第１０次漁業センサス)

　　と比較して１３１経営体（▲12.6%）減少した。

　　　保有している漁船の総数は１,０８３隻で１３２隻(▲10.9%)減少した。これを動力船に

　　ついてみると、７８２隻で１０２隻(▲11.5%)減少し、動力船トン数も１７,５１７.０５ト

　　ンで、８,６２８.２５トン(▲33.0%)減少した。

　　  最盛期の海上作業従事者数は２,５０９人で、５４３人(▲17.8%)減少した。

　　　１経営体平均漁獲金額は３,０２２万円で１０９万円(▲3.5％)減少した。

　　　漁業層別にみると、沿岸漁業層の経営体数は８０９経営体で全体の８９.０％を占めてお

　　り、１９９８年と比較して１１７経営体(▲12.6%)減少した。漁船隻数は９２５隻で１０７

　　隻(▲10.4%)減少し、うち動力船が６２６隻で７５隻(▲10.7%)減少、動力船トン数も

　　２,７７５.６５トンで２７１.９１トン(▲8.9%)減少した。最盛期の海上作業従事者数は

　　１,２９２人で２０３人(▲13.6%)減少した。漁獲金額の構成比は１７.９％で２.８ポイン

　　ト低下し、１経営体平均漁獲金額も６０７万円で１２２万円(▲16.7%)減少した。

　　　中小漁業層の経営体数は９５経営体で、１９９８年と比較して１３経営体(▲12.0%)減少

　　した。漁船隻数は１３１隻で１５隻(▲10.3%)減少し、うち動力船が１２９隻で１７隻(▲

　　11.6%)減少、動力船トン数も７,８１７.４０トンで５,８３８.４２トン(▲42.8%)減少した。

　　最盛期の海上作業従事者数は８１９人で２７５人(▲25.1%)減少した。漁獲金額の構成比は

　　３４.３％で１８.６ポイント低下し、１経営体平均漁獲金額も９,９１３万円で５,８８４

　　万円(▲37.2%)減少した。

表１　海面漁業生産の基本構成

1998年 2003年 1998年 2003年 1998年 2003年
(a) (b) (a) (b) (a) (b)

単位 経営体 経営体 ％ 隻 隻 ％ 隻 隻 ％

1,040 909 87.4 1,215 1,083 89.1 884 782 88.5
926 809 87.4 1,032 925 89.6 701 626 89.3

6 9 150.0 - - - - - -

- - - - - - - - -

811 711 87.7 854 769 90.0 693 622 89.8
3 ㌧ 未 満 256 199 77.7 276 222 80.4 129 100 77.5
3㌧以上10㌧未満 555 512 92.3 578 547 94.6 564 522 92.6

9 4 44.4 10 6 60.0 8 4 50.0
100 85 85.0 168 150 89.3 - - -

108 95 88.0 146 131 89.7 146 129 88.4

10㌧以上100㌧未満 77 78 101.3 100 104 104.0 100 104 104.0
100㌧以上 500㌧未満 21 12 57.1 24 15 62.5 24 13 54.2
500㌧以上1,000㌧未満 10 5 50.0 22 12 54.5 22 12 54.5

6 5 83.3 37 27 73.0 37 27 73.0

1,000 ㌧ 以 上 6 5 83.3 37 27 73.0 37 27 73.0
150,586 132,417 87.9 236,505 213,808 90.4 130,537 114,925 88.0
142,679 125,434 87.9 218,253 197,254 90.4 114,260 100,585 88.0

7,768 6,872 88.5 17,355 15,911 91.7 15,389 13,707 89.1
139 111 79.9 897 643 71.7 888 633 71.3

(b)/(a) (b)/(a)

うち動力船隻数

(b)/(a)

中 小 漁 業 層
大 規 模 漁 業 層

経営体階層

動 力 船

動 力 船

全　国　計
沿 岸 漁 業 層

定 置 網
海 面 養 殖

中小漁業層

大規模漁業層

福　島　県　計

経　営　体　数

沿岸漁業層
漁 船 非 使 用
無 動 力 船 の み
動 力 船

漁　船　隻　数
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　　　大規模漁業層の経営体数は５経営体で、１９９８年と比較して１経営体(▲16.7%)減少した。

　　漁船隻数は２７隻(全て動力船)で１０隻減少(▲27.0%)、動力船トン数も６,９２４.００トン

　　で２,５１７.９２トン(▲26.7%)減少した。最盛期の海上作業従事者数は３９８人で６５人

　　(▲14.0%)減少した。漁獲金額の構成比は４７.８％で２１.４ポイント上昇し、１経営体平均

　　漁獲金額も２６２,９０６万円で１１９,６２９万円（83.5%）増加している。

　　　

　　

1998年 2003年 1998年 2003年 1998年 2003年 1998年 2003年
(a) (b) (a) (b) (a) (b) (a) (b)
㌧ ㌧ ％ 人 人 ％ ％ ％ ％ 万円 万円 ％

26,145.30 17,517.05 67.0 3,052 2,509 82.2 100.0 100.0 100.0 3,131 3,022 96.5
3,047.56 2,775.65 91.1 1,495 1,292 86.4 20.7 17.9 86.5 729 607 83.3

- - - 6 10 - X 0.1 X 146 213 145.9
- - - - - - - - - - - -

3,005.00 2,756.75 91.7 1,188 1,053 88.6 19.1 16.7 87.4 766 644 84.1
169.87 127.86 75.3 290 229 79.0 1.9 1.6 84.2 237 220 92.8

2,835.13 2,628.89 92.7 898 824 91.8 17.2 15.1 87.8 1,010 809 80.1
42.56 18.90 44.4 57 22 38.6 X 0.2 X 1,278 1,534 120.0

- - - 244 207 84.8 1.3 0.9 69.2 410 292 71.2
13,655.82 7,817.40 57.2 1,094 819 74.9 52.9 34.3 64.8 15,797 9,913 62.8

1,486.59 X X 348 X X 15.4 X X 6,418 X X
5,263.23 X X 399 X X 19.9 X X 30,883 X X
6,906.00 3,606.00 52.2 347 240 69.2 17.6 8.9 50.6 57,269 48,739 85.1
9,441.92 6,924.00 73.3 463 398 86.0 26.4 47.8 181.1 143,277 262,906 183.5

9,441.92 6,924.00 73.3 463 398 86.0 26.4 47.8 181.1 143,277 262,906 183.5
1,089,075.39 926,095.47 85.0 348,794 297,752 85.4 100.0 100.0 100.0 1,309 1,181 90.2
436,403.46 398,189.40 91.2 280,148 237,818 84.9 58.9 59.2 100.5 813 738 90.8
406,440.26 324,642.73 79.9 56,385 48,688 86.3 29.5 29.1 98.6 7,494 6,621 88.4
246,231.67 203,263.34 82.5 12,261 11,246 91.7 11.6 11.7 100.9 164,603 164,952 100.2

動 力 船 ト ン 数

(b)/(a)

最盛期の海上作業従事者数

(b)/(a)

１経営体平均漁獲金額

(b)/(a)

漁獲金額構成比

(b)/(a)

図１　漁業生産の基本構成（％）
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２　漁 業 経 営 体

　(1)　経営体階層別経営体数

　　　　　漁業経営体を階層別にみると、「３トン以上５トン未満」が３１９経営体(構成比 

　　　　35.1%)と最も多く、次いで「３トン未満」の１９９経営体(同 21.9%)、「５トン以上

　　　　１０トン未満」の１９３経営体(同21.2%)の順となっている。

　　　　　また、１９９８年と比較すると、「漁船非使用」が３経営体(50.0%)、「１０トン

　　　　以上３０トン未満」で１経営体(1.5%)増加しているものの、「動力船」全体では

　　　　１１４経営体(▲12.3%)減少している。

表２　経営体階層別経営体数

2003年/1998年

経営体数 構成比(%) 経営体数 構成比(%) (%)

1,040 100.0 909 100.0 87.4
6 0.6 9 1.0 150.0

925 88.9 811 89.2 87.7
３ ㌧ 未 満 256 24.6 199 21.9 77.7
３ ㌧ 以 上 ５ ㌧ 未 満 359 34.5 319 35.1 88.9
５ ㌧ 以 上 10 ㌧ 未 満 196 18.8 193 21.2 98.5
10 ㌧ 以 上 30 ㌧ 未 満 66 6.3 67 7.4 101.5
30㌧以上100㌧未満 11 1.1 11 1.2 100.0
100㌧以上500㌧未満 21 2.0 12 1.3 57.1
500 ㌧ 以 上 16 1.5 10 1.1 62.5

9 0.9 4 0.4 44.4
100 9.6 85 9.4 85.0

　(2)　主とする漁業種類別経営体数

　　　　　漁業経営体を主とする漁業種類別にみると、「刺網」が２４８経営体(構成比 27.3%)

　　　　と最も多く、次いで「底びき網」の１９０経営体(同 20.9%)、「船びき網」の１００

　　　　経営体(同 11.0%)の順となっている。

　　　　　これを１９９８年と比較すると、「採貝」で８経営体(44.4%)、「底びき網」で１５

　　　　経営体(8.6%)増加しているものの、「刺網」で５３経営体(▲17.6%)、「船びき網」で

　　　　２９経営体(▲22.5%)など、構成比の高い漁業種類の経営体が減少している。

2003年/1998年

経営体数 構成比(%) 経営体数 構成比(%) (%)

1,040 100.0 909 100.0 87.4
175 16.8 190 20.9 108.6
129 12.4 100 11.0 77.5

3 0.3 3 0.3 100.0
301 28.9 248 27.3 82.4
12 1.2 10 1.1 83.3
60 5.8 38 4.2 63.3
83 8.0 68 7.5 81.9

（未調査） － 31 3.4 －
18 1.7 26 2.9 144.4
12 1.2 3 0.3 25.0
9 0.9 4 0.4 44.4

138 13.3 103 11.3 74.6
100 9.6 85 9.4 85.0海 面 養 殖

そ の 他 の 漁 業 等

釣
は え 縄

定 置 網
採 藻
採 貝
潜 水 器 漁 業

敷 網

総 数

刺 網
ま き 網
船 び き 網
底 び き 網

表３　主とする漁業種類別経営体数

1998年(平成10年) 2003年(平成15年)

総 数

1998年(平成10年) 2003年(平成15年)

漁 船 非 使 用
漁 船 使 用

定 置 網 漁
海 面 養 殖

動 力 船
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　(3)　営んだ漁業種類別経営体数

　　　　　漁業経営体を営んだ漁業種類別にみると、「刺網」が４２５経営体(構成比 46.8%)

　　　　と最も多く、次いで「船びき網」の３０８経営体(同 33.9%)、「底びき網」の２４３

　　　　経営体(同 26.7%)、「釣」の２２１経営体(同 24.3%)の順となっている。

　　　　　これを、１９９８年と比較すると、「まき網」で１経営体(33.3%)、「船びき網」

　　　　で２７経営体(9.6%)増加しているが、「刺網」で１４経営体(▲3.2%)など、ほとんど

　　　　の漁業種類で減少している。

2003年/1998年

経営体数 構成比(%) 経営体数 構成比(%) (%)

1,040 100.0 909 100.0 87.4
246 23.7 243 26.7 98.8
281 27.0 308 33.9 109.6

3 0.3 4 0.4 133.3
439 42.2 425 46.8 96.8
19 1.8 16 1.8 84.2

130 12.5 109 12.0 83.8
222 21.3 221 24.3 99.5
－ － 41 4.5 －

105 10.1 101 11.1 96.2
22 2.1 12 1.3 54.5
10 1.0 7 0.8 70.0

262 25.2 300 33.0 114.5
116 11.2 96 10.6 82.8

採 藻
定 置 網
そ の 他 の 漁 業
海 面 養 殖

は え 縄
釣

潜 水 器 漁 業
採 貝

船 び き 網
ま き 網
刺 網
敷 網

2003年(平成15年)

総 数 ( 実 数 )
底 び き 網

1998年(平成10年)

表４　営んだ漁業種類別経営体数

刺網
248

27.3%

底びき網
190
20.9%

船びき網
100

11.0%

海面養殖
85

9.4%

釣 68
7.5%

はえ縄 38
4.2%

潜水器漁業 31
3.4%

その他
149

16.4%

２００３年
経営体総数
９０９経営体

図２　主とする漁業種類別経営体数と割合（％）
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　(4)　経営組織別経営体数

　　　　　漁業経営体を経営組織別にみると、「個人経営体」が８７６経営体で全体の９６.４

　　　　％を占めている。

　　　　　これを１９９８年と比較すると、「個人経営体」で１１８経営体(▲11.9%)、「会社

　　　　経営体」で１１経営体(▲30.6%)減少している。

2003年/1998年

経営体数 構成比(%) 経営体数 構成比(%) (%)

1,040 100.0 909 100.0 87.4
994 95.6 876 96.4 88.1

2 0.2 12 1.3 600.0
992 95.4 864 95.0 87.1
36 3.5 25 2.8 69.4
4 0.4 4 0.4 100.0
1 0.1 － － －
1 0.1 2 0.2 200.0
4 0.4 2 0.2 50.0

　(５)　個人経営体数

　　　　　個人経営体を漁業の専業・兼業別にみると、「専業」が３１８経営体(構成比 36.3

　　　　%)、「兼業(自営漁業が主)」が３８４経営体(同 43.8%)、「兼業(自営漁業が従)」が

　　　　１７４経営体(同 19.9%)となっている。

　　　　　これを１９９８年と比較すると、「兼業(自営漁業が主)」が１７経営体(4.6%)増加

　　　　しているものの、「兼業(自営漁業が従)」が１３５経営体(▲43.7%)と大きく減少して

　　　　いる。

　　　　　また、経営体階層別でみると、「３トン未満」で５６経営体(▲22.0%)、「３トン以

　　　　上５トン未満」で４１経営体(▲11.5%)、「海面養殖」で１５経営体(▲15.3%)減少し

　　　　ている。

　　　　　さらに、基幹的漁業従事者の性別・年齢別にみると、男子「２９歳以下」で４経営

　　　　体(133.3%)、女子で３経営体(150.0%)増加したほかは、各年齢階層とも減少した。

表６　専兼業別個人経営体数

2003年/1998年

経営体数 構成比(%) 経営体数 構成比(%) (%)

994 100.0 876 100.0 88.1
318 32.0 318 36.3 100.0
676 68.0 558 63.7 82.5
367 36.9 384 43.8 104.6
309 31.1 174 19.9 56.3

表７　経営体階層別個人経営体数

2003年/1998年

経営体数 構成比(%) 経営体数 構成比(%) (%)

994 100.0 876 100.0 88.1
6 0.6 9 1.0 150.0
- - - - -

886 89.1 783 89.4 88.4
３ ㌧ 未 満 255 25.7 199 22.7 78.0
３㌧以上 ５㌧未満 357 35.9 316 36.1 88.5
５㌧以上 10㌧未満 194 19.5 192 21.9 99.0
10 ㌧ 以 上 30 ㌧ 未 満 66 6.6 X X X
30 ㌧ 以 上 100 ㌧ 未 満 11 1.1 9 1.0 81.8
100㌧以上 500㌧未満 2 0.2 X X X
500 ㌧ 以 上 1 0.1 - - -

4 0.4 1 0.1 25.0
98 9.9 83 9.5 84.7

漁 業 協 同 組 合
漁 業 生 産 組 合
共 同 経 営

総 数

漁 船 使 用
動 力 船

官公庁・学校・試験場

1998年(平成10年) 2003年(平成15年)

個 人 経 営 体

会 社 経 営 体

共 同 経 営 に 参 加
共 同 経 営 に 不 参 加

総 数

2003年(平成15年)

1998年(平成10年) 2003年(平成15年)

兼 業

1998年(平成10年)

総 数
専 業

表５　経営組織別経営体数

自 営 漁 業 が 主
自 営 漁 業 が 従

定 置 網 等

漁 船 非 使 用

海 面 養 殖
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表８　基幹的漁業従事者の性別・年齢別個人経営体数

2003年/1998年

経営体数 構成比(%) 経営体数 構成比(%) (%)

994 100.0 876 100.0 88.1
10 1.0 5 0.6 50.0

982 98.8 866 98.9 88.2
3 0.3 7 0.8 233.3

57 5.7 35 4.0 61.4
156 15.7 119 13.6 76.3
248 24.9 234 26.7 94.4
518 52.1 471 53.8 90.9

2 0.2 5 0.6 250.0

　(6)　会社経営体数

　　　　　会社経営体を経営体階層別にみると、「５００トン以上」が１０経営体(構成比

　　　　40.0%)、「１００トン以上５００トン未満」が９経営体(同 36.0%)と大半を占めて

　　　　いる。

　　　　　これを１９９８年と比較すると、「５００トン以上」で４経営体(▲28.6%)、

　　　　「１００トン以上５００トン未満」で９経営体(▲50.0%)減少した。

表９　経営体階層別会社経営体数

2003年/1998年

経営体数 構成比(%) 経営体数 構成比(%) (%)

36 100.0 25 100.0 69.4

- - - - -
1 2.8 1 4.0 100.0
1 2.8 1 4.0 100.0
1 2.8 X X X
- - 2 8.0 -

18 50.0 9 36.0 50.0
14 38.9 10 40.0 71.4
1 2.8 - - -
- - X X -海 面 養 殖

総 数

1998年(平成10年) 2003年(平成15年)

基幹的漁業従事者が男子

海上作業従事世帯員なし

２ ９ 歳 以 下
３ ０ 歳 ～ ３ ９ 歳
４ ０ 歳 ～ ４ ９ 歳
５ ０ 歳 ～ ５ ９ 歳
６ ０ 歳 以 上

基幹的漁業従事者が女子

100㌧以上 500㌧未満

500 ㌧ 以 上

定 置 網 等

漁 船 使 用

1998年(平成10年) 2003年(平成15年)

３㌧以上 ５㌧未満

５㌧以上 10㌧未満

総 数

３ ㌧ 未 満

10㌧以上 30㌧未満

30㌧以上 100㌧未満
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図３　基幹的漁業従事者
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　(7)　漁業管理組織参加経営体数

　　　　　漁業管理組織参加経営体の総数は、６５９経営体(参加率 72.5%)である。

　　　　　これを経営体階層別にみると、「３トン以上５トン未満」が２５５経営体(構成比 

　　　　38.7%)と最も多く、次いで「５トン以上１０トン未満」の１４８経営体(同 22.5%)、

　　　　「３トン未満」の１２３経営体(同 18.7%)の順となっている。

　　　　　また、参加率でみると、「海面養殖」が８３．５％と高い反面、「定置網等」で

　　　　２５．０％と低くなっている。

表10　経営体階層別漁業管理組織参加経営体数

参加率

経営体数 構成比(%) 経営体数 構成比(%) (%)

909 100.0 659 100.0 72.5
9 1.0 4 0.6 44.4

－ － － － －
811 89.2 583 88.5 71.9

３ ㌧ 未 満 199 21.9 123 18.7 61.8
３㌧以上 ５㌧未満 319 35.1 255 38.7 79.9
５㌧以上 10㌧未満 193 21.2 148 22.5 76.7
10㌧以上 30㌧未満 67 7.4 49 7.4 73.1
30 ㌧ 以 上 100 ㌧ 未 満 11 1.2 8 1.2 72.7
100㌧以上 500㌧未満 12 1.3 － － －
500 ㌧ 以 上 10 1.1 － － －

4 0.4 1 0.2 25.0
85 9.4 71 10.8 83.5

　(8)　活魚販売

　　　　　漁業経営体９０９のうち、活魚販売を行った経営体は５０４経営体(実数)で、漁業

　　　　経営体総数の５５．４％を占めている。

　　　　　営んだ漁業種類別に活魚販売を行った経営体の割合をみると、「沖合底びき網」が

　　　　９３．６％、「その他の刺網」が７８．３％、「小型定置網」が７１.４％と高い反

　　　　面、「小型底びき網」で９．２％、「引き回し網」で１６．２％と低くなっている。

総 数

うち参加経営体数経営体総数

漁 船 使 用

動 力 船

海 面 養 殖

漁 船 非 使 用

定 置 網 等

無 動 力 船 の み

活魚販売 活魚販売
経営体数 経営体数

1,040 546 52.5 909 504 55.4

沖 合 底 び き 網 46 41 89.1 47 44 93.6

小 型 底 び き 網 198 29 14.6 196 18 9.2

引 き 回 し 網 281 8 2.8 308 50 16.2

そ の 他 の 刺 網 429 366 85.3 423 331 78.3

そ の 他 の 釣 219 97 44.3 221 97 43.9

小 型 定 置 網 10 2 20.0 7 5 71.4

そ の 他 の 漁 業 262 93 35.5 300 67 22.3

ひ ら め 養 殖 2 1 50.0 2 2 100.0

表11　活魚販売を行った漁業種類別経営体数

総 数

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）

活魚販売経
営体数の割
合(%)

活魚販売経
営体数の割
合(%)

経営体総数 経営体総数
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３　漁業従事者世帯

　　漁業従事者世帯数は５３７世帯で、１９９８年と比較して２３０世帯(▲30.0%)減少した。

　　これを、雇われの専業・兼業別にみると、「雇われのみ」が１９９世帯(構成比 37.1%)、

　「雇われが主」が２７２世帯(同 50.7%)、「雇われが従」が６５世帯(同 12.1%)となってい

　る。

　　また、１９９８年と比較すると、「雇われのみ」で８０世帯(▲28.7%)、「雇われが主」で

　１３３世帯(▲32.8%)、「雇われが従」で１８世帯(▲21.7%)減少している。

表12　漁業従事者世帯数

2003年/1998年

世帯数 構成比(%) 世帯数 構成比(%) (%)

767 100.0 537 100.0 70.0
279 36.4 199 37.1 71.3
405 52.8 272 50.7 67.2
83 10.8 65 12.1 78.3
－ － 1 0.2 －

   　　※準世帯とは、１人世帯で、一般家庭に間借り、下宿屋などに住んでいる人の世帯又は単身
　　　　　者用の寄宿舎、独身寮などに住んでいる世帯をいう。

1998年(平成10年) 2003年(平成15年)

雇　わ　れ　が　従
準　　　 世　　　 帯

総               数
雇　わ　れ　の　み
雇　わ　れ　が　主

図４　漁業従事者世帯数の推移
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４　漁業世帯人口

　(1)　漁業世帯員

　　　　　漁業世帯員は５，８６３人で、１９９８年と比較して１,６２６人(▲21.7%)減少した

　　　　　これを出身世帯別にみると、「個人漁業経営体」で７５１人(▲15.9%)、「漁業従事

　　　　者世帯」で８７５人(▲31.6%)減少した。

　　　　　また、最盛期の漁業従事者数は２，５０９人で５４３人(▲17.8%)減少した。

　　　　　これを１９９８年と比較すると、「家族」で１５９人(▲11.6%)、「雇用者」で

　　　　３８４人(▲22.9%)減少している。

表13　漁業世帯員数

2003年/1998年

世帯員数 構成比(%) 世帯員数 構成比(%) (%)

7,489 100.0 5,863 100.0 78.3
4,723 63.1 3,972 67.7 84.1
2,766 36.9 1,891 32.3 68.4

表14　最盛期の漁業従事者数

2003年/1998年

従事者数 構成比(%) 従事者数 構成比(%) (%)

3,052 100.0 2,509 100.0 82.2

家　　　　　　　 族 1,374 45.0 1,215 48.4 88.4

雇　　　用　　　者 1,678 55.0 1,294 51.6 77.1

　(2)　漁業就業者数

　　　　　漁業就業者は１，７７８人で、１９９８年と比較して３９７人(▲18.3%)減少した。

　　　　　これを出身世帯別にみると、「個人漁業経営体」で１６１人(▲11.6%)、「漁業従事

　　　　者世帯」で２３６人(▲29.9%)減少した。

　　　　　また、沿岸、沖合・遠洋別にみると、「沿岸漁業就業者」で２２３人(▲15.2%)、

　　　　「沖合・遠洋漁業就業者」で１７４人(▲24.7%)減少した。

表15　出身世帯別就業者数

2003年/1998年

就業者数 構成比(%) 就業者数 構成比(%) (%)

2,175 100.0 1,778 100.0 81.7

1,386 63.7 1,225 68.9 88.4

789 36.3 553 31.1 70.1

700 32.2 660 37.1 94.3

表16　沿岸、沖合・遠洋別漁業就業者数

2003年/1998年

就業者数 構成比(%) 就業者数 構成比(%) (%)

2,175 100.0 1,778 100.0 81.7

1,471 67.6 1,248 70.2 84.8

704 32.4 530 29.8 75.3

総               数

沿 岸 漁 業 就 業 者

沖合・遠洋漁業就業者

2003年(平成15年)1998年(平成10年)

1998年(平成10年)

1998年(平成10年)

総               数

1998年(平成10年) 2003年(平成15年)

個人漁業経営体
漁業従事者世帯

2003年(平成15年)

2003年(平成15年)

総               数

個人漁業経営体

漁業従事者世帯

う ち ６ ０ 歳 以 上

総               数
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５　漁　船

　　漁船をトン数規模別にみると、「３トン以上５トン未満」が３４８隻(構成比 32.1%)と最

　も多く、次いで「船外機付船」の２７９隻(同 25.8%)、「５トン以上１０トン未満」の２１６

　隻(同 19.9%)の順となっている。

　　また、１９９８年と比較すると、「無動力船」で６隻(37.5%)増加しているほかは、

　「１００トン以上５００トン未満」で２９隻(▲38.7%)、「３トン未満」で２９隻(▲21.2%)、

　「３０トン以上１００トン未満」で２隻(▲11.8%)等いずれも減少している。

表17　漁船隻数・動力船トン数規模別隻数

2003年/1998年

隻数 構成比(%) 隻数 構成比(%) (%)

1,215 100.0 1,083 100.0 89.1
16 1.3 22 2.0 137.5

315 25.9 279 25.8 88.6
884 72.8 782 72.2 88.5

３ ㌧ 未 満 137 11.3 108 10.0 78.8
３ ㌧ 以 上 ５ ㌧ 未 満 384 31.6 348 32.1 90.6
５ ㌧ 以 上 10 ㌧ 未 満 220 18.1 216 19.9 98.2
10 ㌧ 以 上 30 ㌧ 未 満 51 4.2 49 4.5 96.1
30㌧以上100㌧未満 17 1.4 15 1.4 88.2
100㌧以上500㌧未満 75 6.2 46 4.2 61.3
500 ㌧ 以 上 - - - - -

６　漁獲金額

　　１経営体平均漁獲金額を経営組織別にみると、「個人経営体」が９８８万円、「会社経

　営体」が７２,７０６万円となっている。

　　また、１９９８年と比較すると、「個人経営体」で２９７万円(▲23.1%)減少している一方、

　「会社経営体」で１８，５７２万円増加(34.3%)している。

動 力 船

総 数
無 動 力 船

1998年(平成10年) 2003年(平成15年)

船 外 機 付 船

1998年 2003年 2003/1998 1998年 2003年 2003年/

（万円） （万円） （％） （万円） （万円） 1998年(%)

3,131 3,022 96.5 100.0 100.0 －

個 人 経 営 体 1,285 988 76.9 39.2 31.5 80.4

会 社 経 営 体 54,134 72,706 134.3 59.9 66.2 110.5

そ の 他 11,065 8,034 72.6 0.9 2.3 255.6

表18　漁業経営体別漁獲金額

１経営体平均漁獲金額 漁獲金額構成比

県　　　　　計
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Ⅱ 海面漁業基本調査（海面漁業地域調査及び漁業管理組織調査）

１ 漁場環境

（１） 漁業系廃棄物の処理状況

漁業系廃棄物の処理実績がある漁業地区は21地区となり1998年と比較すると６地区（40％）

増加している。廃棄物の処理の内訳をみると、「漁獲物の残滓」が21地区で最も多く1998年に

比べ７倍となった他、「漁具・漁網」が20地区となり９地区（81.8％）増加した。また「魚箱」につい

ても５年前に比べ廃棄物の処理を行った地区が大きく増加しており、漁場環境の維持・保全に

対する取り組みが進んでいる。

（２） 遊 漁

遊漁の案内業者数は92業者で、1998年と比較すると75業者（▲44.9％）減少した。92業者のう

ち76業者が漁業者で84業者（▲52.5％）減少している。

また、延べ遊漁者数は５万8,400人で、1988年と比較すると11万8,100人（▲66.9％）減少し

た。遊漁の種類別内訳は、潮干狩りが２万5,300人で全体の43.3％を占め、1998年に比較し

3,700人（▲12.8％）減少している。次いで船釣りは２万4,700人で42.3％を占め、1998年に

比較し2,000人（8.8％）増加している。しかしその他の釣りは8,400人で1998年に比較し11万

5,900人（▲93.2％）と大きく減少している。

表19　漁業系廃棄物の処理が行われた地域
単位：地区

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 15  21 140.0

 11  12 109.1

 11  20 181.8

 7  14 200.0

 3  21 700.0

漁 具 ・ 魚 網

魚 箱

漁 獲 物 の 残 滓

地域数計（実数）

Ｆ Ｒ Ｐ 船

区 分

表20　遊漁案内業者数および延べ遊漁者数 遊漁案内者：業者
遊　漁　者：100人

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 167 92 55.1

-             - -

 160 76 47.5

 7 1 14.3

- 15 -

1 765  584 33.1

 227  247 108.8

1 243  84 6.8

 290  253 87.2

 5 - -

潮 干 狩 り

区 分

そ の 他

そ の 他

過去1年間の延べ遊漁者数計

船 釣 り

そ の 他 の 釣 り

遊漁案内者数計

漁 協

漁 業 者

船 宿

単位
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（３） 海洋性レクリエーション

海洋性レクリエーション施設は、「海水浴場」が18か所、「キャンプ場」が８か所、「水産物直売

所」が７か所となり、1998年に比較して海水浴場とキャンプ場がそれぞれ２施設（▲10％）、４施

設（▲33.3％）減少し、水産物直売所は２施設（40％）増加した。また、民宿は80施設で、36施

設（▲31％）減少している。

利用客数は、海水浴場は38万7,000人で1998年に比較して83万6,600人（▲68.4％）減少し

た。これは調査年（平成15年）が冷夏だったことによる。水産物直売所利用者は59万7,000人で

1998年に比べ53万人（791.0％）と大幅に増加した。

２ 漁業管理

（１） 漁業資源管理及び漁場管理の内容

漁業資源の管理を行った組織は33組織で1998年に比較して２組織（6.5％）増加した。資源

管理のうち「漁獲枠の設定」を行った組織は25組織で9組織（56.3％）増加した。「資源量の把

握」を行った組織は18組織で５組織（▲21.7％）減少した。「漁業資源の増殖」を行った組織は16

組織で3組織（▲15.8％）減少した。

漁場の管理を行った組織は33組織で1998年に比較して１組織（3.1％）増加した。「漁場利用

の取り決め」を行った組織は29組織で４組織（16.0％）増加した。「漁場の監視」を行った組織は

15組織で４組織（▲21.1％）減少している。

（２） 漁獲管理の内容

漁獲の管理を行った組織は33組織で1998年に比較して１組織（3.1％）増加した。このうち最

も多いのは「漁期の規制」で33組織となり1998年に比較して2組織（6.5％）増加した。また、「出

漁日数の規制」（21組織）、「操業時間の規制」（25組織）、「漁獲サイズの規制」（31組織）及び

「漁獲量の規制」（27組織）で1998年に比較しそれぞれ、75.0％、25.0％、10.7％及び28.6％増

加している。一方、「漁船隻数の規制」（６組織）及び「漁具の規制」（26組織）ではそれぞれ６組

織（▲50.0％）、５組織（▲16.1％）減少している。

表21　海洋性レクリエーション施設及び利用者 施　設　数：施設
利用者数：100人

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

海 水 浴 場 施設数  20  18 90.0

利用客数 12 236 3 870 31.6

キ ャ ン プ 場 施設数  12  8 66.7

利用客数  377  393 104.2

水 産 物 直 売 所 施設数  5  7 140.0

利用客数  670 5 970 891.0

民 宿 施設数  116  80 69.0

収容可能客数 3 223 2 213 68.7

マ リ ー ナ 施設数  1  1 100.0

区 分

単位



- 13 -

（３） 漁業管理の効果

漁業管理の効果については、管理を実施した33組織すべてで効果があるとしている。その

効果は、「漁獲量の安定」が31組織で最も多く、1998年に比較して８組織（34.8％）増加した。次

いで「漁業経営の安定」が25組織で７組織（38.9％）増加した。また、「魚価の安定」が22組織で

５組織（29.4％）の増加、「操業秩序の維持」が21組織で４組織（23.5％）など、５年前に比べ組

織数が増加している。

表22 漁業資源および漁場の管理を行った組織
単位：組織

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 31  33 106.5

 23  18 78.3

 16  25 156.3

 19  16 84.2

 2  1 50.0

 13  13 100.0

 32  33 103.1

 16  9 56.3

 9  7 77.8

 25  29 116.0

 19  15 78.9

表23　漁獲の管理を行った組織
単位：組織

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 32  33 103.1

 31  33 106.5

 18  19 10

 12  6 50.0

 31  26 83.9

 12  21 175.0

 20  25 125.0

 28  31 110.7

 21  27 128.6

 27  33 122.2そ の 他

出 漁 日 数 の 規 制

操 業 時 間 の 規 制

漁 獲 （ 収 獲 ） サ イ ズ の 規 制

漁 場 の 監 視

区 分

計（実数）

漁 獲 量 ( 収 獲 量 ) の 規 制

漁 期 の 規 制

漁 法 の 規 制

漁 船 隻 数 の 規 制

漁 具 の 規 制

漁場管理計（実数）

漁 場 の 保 全

漁 場 の 造 成

漁 場 利 用 の 取 り 決 め

資 源 量 の 把 握

漁 獲 枠 の 設 定

漁 業 資 源 の 増 殖

そ の 他

区 分

漁業資源管理計（実数）

資源量把握と漁獲枠設定
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Ⅲ 流通加工調査

１ 水産物流通機関

水産物の水揚げが行われた魚市場は13市場で、1998年に比較すると１市場（▲7.1％）減少し

た。

取扱数量は６万1,498ｔ、取扱金額は124億7,025万円で、1998年に比較し、それぞれ４万9,349ｔ

（▲45.5％）、67億6,391万円（▲35.2％）減少した。水揚量は５万9,145ｔで５万871ｔ（▲46.2％）減

少したが、搬入量は2,353ｔで1,522ｔ（183.2％）増加した。

活魚の取扱数量は3,076ｔで1998年に比較すると539ｔ（21.2％）増加し、取扱金額は20億9,686

万円で11億381万円（▲34.5％）減少した。

表24　漁業管理効果の内容別延べ組織数
単位：組織

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 32  33 103.1

 23  31 134.8

 6  6 100.0

 13  14 107.7

 18  25 138.9

 17  22 129.4

 13  18 138.5

 17  21 123.5

 2 - -

魚 価 の 安 定

漁 獲 金 額 の 増 大 ・ 維 持

操 業 秩 序 の 維 持

区 分

計（実数）

そ の 他

漁 獲 量 の 安 定

漁 業 経 費 の 節 約

所 得 格 差 の 縮 小

漁 業 経 営 の 安 定

表25　魚市場数および取り扱い数量・金額
市　場：市場
扱　量：ｔ
金　額：万円

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 14  13 92.9

110 847 61 498 55.5

2 537 3 076 121.2

110 016 59 145 53.8

 831 2 353 283.2

- - -

1 923 416 1 247 025 64.8

320 067 209 686 65.5

- - -

区 分

う ち 輸 入 品

搬　　　入　　　量

う ち 輸 入 量

取　　扱　　金　　額

う ち 活 魚

魚　　　市　　　場

取　扱　数　量　計

う ち 活 魚

水　　　揚　　　量

単位



- 15 -

２ 冷凍・冷蔵工場

冷凍・冷蔵工場数は118工場で、1998年に比較すると２工場（▲1.7％）減少した。

１日当たり製氷能力は229ｔで1998年に比較し35ｔ（18％）増加した。冷蔵能力は８万6,752ｔで3,177ｔ

（▲3.5％）減少した。１日当たり凍結能力は2,383ｔで809ｔ（48.3％）増加した。冷凍・冷蔵工場で働

く従業員は調査日現在で1998年に比較し2,743人で20人（0.7％）増加した。

３ 水産加工場

水産加工場数は160工場で、1998年に比較して15工場（10.3％）増加した。

営んだ加工種類別延べ工場数は、その他の食用加工品が67工場で1998年に比較すると29工場

（76.3％）増加した。素干し・塩干・煮干品は64工場で24工場（▲27.3％）減少した。冷凍水産物は

40工場で12工場（42.9％）増加した。ねり製品は39工場で３工場（▲7.1％）減少している。

水産加工場で働く従業員は2,874人で1998年に比較して148人（5.4％）増加している。

表26　冷凍・冷蔵工場及び従業員数
工 場 数：工場
能　  力：ｔ
従業員数：万円

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 120  118 98.3

 194  229 118.0

89 929 86 752 96.5

 168 1 759 1047.0

 915  823 89.9

1 674 2 483 148.3

 2 723 2 743 100.7

１日当たり凍結能力

工　　　　場　　　　数

１日当たり製氷能力

従業員数

貯 氷 分

区 分

冷蔵能力計

容 積 建 保 管 契 約 分

単位

表27　水産加工場 工 場 数：工場
従業員数： 人

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 145 160 110.3

-             - -

 42 39 92.9

 9 9 100.0

 88 64 72.7

 10 15 150.0

 38 67 176.3

 3 6 200.0

-             - -

 28 40 142.9

2 726 2 874 105.4

焼 ・ 味 付 の り

油 脂 ・ 飼 肥 料

冷 凍 水 産 物

従業員数

注　加工種類別工場数は延べ加工場数

冷 凍 食 品

素干し・塩干・煮干品

塩蔵品・くん製品・節製品

その他の食用加工品

区 分

工場数（実数）

缶 ・ び ん 詰

ね り 製 品

単位
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Ⅳ 内水面漁業調査（内水面漁業経営体調査及び内水面漁業地域調査）

１ 内水面漁業（湖沼漁業）

湖沼漁業の経営体は18経営体で1998年に比べ19経営体（▲51.4％）減少した。使用漁船隻数

は15隻で1998年に比較して24隻（▲61.5％）減少した。特に船外機付船が８隻で1998年に比べ21

隻（▲72.4％）と大きく減少している。１経営体の平均漁獲物販売金額は26万円で1998年に比べ11

万円（▲29.7％）減少した。

営んだ漁業種類別の経営体数は、刺網が19経営体で1998年に比べ10経営体（▲34.5％）減

少した。定置網は２経営体で同じく５経営体（▲71.4％）減少した。一方、釣・はえ縄は７経営体で

同じく５経営体（250.0％）増加している。

２ 内水面養殖業

内水面養殖業経営体は89経営体で、1998年に比べ20経営体（▲18.3％）減少した。個人経営

体は60経営体で全体の67.4％を占めるが、1998年に比べ15経営体（▲20.0％）減少した。

養殖池数は1,083面で養殖面積は２万775ａとなり、池数は197面（▲15.4％）、面積は2,950ａ

（▲12.4％）減少した。

１経営体平均漁獲物販売金額は1,223万円で1998年に比べ11万円（▲0.9％）減少した。営んだ

養殖種類別経営体数は、89経営体で1998年に比べ20経営体（▲18.3％）減少した。食用の養殖を

営んだ経営体は62経営体で18経営体（▲22.5％）減少した。種苗用の養殖を営んだ経営体は24

経営体で５経営体（▲17.2％）減少した。観賞用の養殖を営んだ経営体は23経営体で８経営体（▲

25.8％）減少している。

表28 内水面漁業（湖沼漁業）の基本構成
経営体数：経営体
漁 船 数： 隻
販売金額：万円

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 37  18 48.6

 39  15 38.5

 7  2 28.6

 29  8 27.6

 3  5 166.7

 37  26 70.3

 37  22 59.5

 29  19 65.5

 7  2 28.6

 2  2 100.0

 2  7 350.0

 4  3 75.0

定置網

その他の網漁業

釣・はえ縄

その他の漁業

区 分

経営体数計

漁  船  計

無動力船

船外機付船

１経営体平均漁獲物販売金額

営んだ漁業種類別経営体数計

刺   網

保有動力船

単位
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３ 稚魚の放流尾数及び魚種別延べ遊漁者数

主要魚種別の稚魚放流尾数は合計で5,196万尾で1998年に比べ1,611万尾（44.9％）増加した。

魚種別の放流尾数では、「さく河性さけ・ます類」が4,413万尾で全体の84.9％を占め、1998年に比

べ1,876万尾（74.0％）増加した。「陸封性さけ・ます類」は348万尾で83万尾（31.3％）増加した。魚

卵は「わかさぎ卵」が太宗を占め８億800万粒となり1998年に比べ12倍に増加している。

遊漁者数は合計で35万7,900人で、1998年に比べ５万8,800人（19.7％）増加した。魚種別には

ます類が９万1,400人で全体の25.5％を占め、1998年に比べ１万2,900人（16.4％）増加した。あゆ

は６万8,500人で、2万9,500人（▲30.1％）減少した。わかさぎは５万2,600人で、１万9,800人（60.4％）

増加した。その他の魚種の遊漁者は11万6,800人で、1998年に比べ４万5,400人（63.6％）増加し

た。なお、その他の内訳は、バス類５万1,700人、ふな２万4,600人、その他４万500人となっている。

表29　内水面養殖業の基本構成

経営体数：経営体
養殖池数： 面
養殖面積：　ａ
販売金額：万円

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

 109  89 81.7

 75  60 80.0

 21  19 90.5

 13  10 76.9

1 280 1 083 84.6

23 725 20 775 87.6

1 234 1 223 99.1

 109  89 81.7

 80  62 77.5

 29  24 82.8

 31  23 74.2

種苗用

観賞用

養殖面積

１経営体平均漁獲物販売金額

営んだ養殖種類別経営体数計

食　用

養殖池数

区 分

経営体数計

個　人

会　社

その他

単位

表30　主要魚種別稚魚放流尾数及び魚種別延べ遊漁者数
放流尾数：1,000尾
魚 卵 数：10,000粒

遊漁者数：100人

1998年（平成10年） 2003年（平成15年）
2003年/1998年
　　　　　　　（%）

35 845 51 956 144.9
25 360 44 125 174.0
2 647 3 476 131.3
5 685 2 337 41.1
1 277 1 851 144.9
6 542 80 800 1235.1
2 991 3 579 119.7
 785  914 116.4
 980  685 69.9
 113  286 253.1
 328  526 160.4
 714 1 168 163.6

あ　ゆ
こ　い
わかさぎ
その他

あ　ゆ
その他の魚類

漁種別延べ遊漁者数計
ます類

魚　卵

区 分

主養魚種別稚魚放流尾数計
さく河性さけ・ます類
陸封性さけ・ます類

単位


